
時 の 話 題～ 平成１９年度 第３３号（Ｈ１９.１２.１４調査情報課）～ 

学童クラブ 

共働きやひとり親世帯の増加等を背景に学童クラブに対する

ニーズが高まるなか、学童クラブでは大規模化が進行するとと

もに、待機児童が増加している。都は、今後、区市町村と連携

し、適切な助言や補助などの支援を通じて、サービス水準の向

上とともに、学童クラブの設置を促進し大規模な学童クラブの

適正規模への移行と待機児童の解消に努めていく必要がある。 

１ 学童クラブの現状 

（１）学童クラブとは 

 学童クラブは、保護者が昼間家庭にいな 

い小学校 1～3年の児童に、適切な遊び及び 

生活の場を与え、健全な育成を図る事業で 

ある。「学童クラブ」のほか、「学童保育」 

「放課後児童クラブ」など、様々な名称で 

呼ばれている。 

 学童クラブは、区市町村による公設公営、 

指定管理者制度等を活用した公設民営、社 

会福祉法人等による民設民営の 3形態があ 

り、主に学校の余裕教室、学校敷地内の専 

用施設、児童館等の公的施設などで運営 

されている。 

（２）大規模化する学童クラブ 

厚生労働省の平成 16 年度全国家庭児 

童調査によると、父母が同居する世帯 

のうち、共働き世帯は平成 6年の 49.1 

％から 16 年には 54.3％へと増加して 

いる(図１)。また、ひとり親世帯も、 

平成 6年の 5.4％から 16 年には 8.1％ 

に増加している(図２)。 

 こうした状況の中で学童クラブのニ 

―ズが高まっており、全国の学童クラ 

ブ数は平成 15 年の 13,698 か所から 19 

年の 16,685 か所へと約 22％、東京都に 

おいても 1,310 か所から 1,437 か所へ 

と約 10％増加している（図３）。 

 この間の登録児童数を見ると、全国 

では 540,595 人から 749,478 人へと約 

39％、東京都でも 62,749 人から 79,995 

人へと約 27％の増加で（図４）、いずれ 

図２：ひとり親世帯の状況     （単位：％） 

 平成 6年 11 年 16 年 

父がいない 4.5 5.2 6.9

母がいない 0.9 1.1 1.2

合計 5.4 6.3 8.1

出所：厚生労働省平成 16 年度全国家庭児童調査より作成 

図３：学童クラブ数の推移（各年 5月 1日現在） 
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出所：厚生労働省・福祉保健局資料より作成 

図１：父母が同居する世帯の就労状況(単位：％) 

 平成 6年 11 年 16 年 

共働き 49.1 51.6 54.3

片働き 49.4 48.1 44.3

出所：厚生労働省平成 16 年度全国家庭児童調査より作成 

図４：登録児童数の推移（各年 5月 1日現在） 

749,478

704,982

654,823

593,764

540,595

79,995
76,855

71,481

65,989
62,749

400,000

450,000

500,000

550,000

600,000

650,000

700,000

750,000

800,000

平成15 16 17 18 19 （年）

（全国・人）

50,000

55,000

60,000

65,000

70,000

75,000

80,000

85,000

90,000

95,000

100,000

（東京都・人）

全国

東京都

出所：厚生労働省・福祉保健局資料より作成 



も学童クラブ数の増加率を上回っている。 

 この結果、学童クラブでは大規模化が 

進んでおり、平成 19 年 5 月現在、71 人 

以上の大規模な学童クラブは全国で約 

15％（図５）、東京都では約 21％を占め 

る状況にある。 

 また、19 年 5 月現在の待機児童数は、 

全国で 14,029 人、東京都で 2,231 人と 

なっている。 

 

２ 国の取組 

（１）放課後児童クラブガイドラインの策定 

 厚生労働省は、「放課後児童健全育成事業実施要綱」を定め、学童クラブの設置・運営に

対する補助を行ってきたが、運営に関しては地域の実情に応じて多様な形で実施すべきと

の考えから、これまで具体的な指針を設けてこなかった。 

 しかし、登録児童数増加による大規模化の進行などの状況を受け、学童クラブの質の向

上を図る観点から、平成 19 年 10 月、「放課後児童クラブガイドライン」を策定した。この

ガイドラインは、運営に当たっての基本的事項を示し、望ましい方向を目指すものである。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 放課後児童クラブガイドラインの概要 

対象児童 

・ 保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校 1～3年生を対象とする。

・ 特別支援学校の小学部の児童や、小学校 4 年生以上で健全育成上指導を

要する児童を加えることができる。 

規模 
・ クラブにおける集団の規模は、40 人程度までとすることが望ましい。 

・ 1 クラブの規模は、最大 70 人までとすること。※ 

開所日・ 

開所時間 

・ 開所日、開所時間は、保護者の就労状況等を考慮して設定すること。 

・ 土曜日、長期休業期間、学校休業日等は、8時間以上開所すること。 

・ 新 1年生は、保育所との連続を考慮し 4月 1日より受け入れること。 

施設・設備 
・ 児童が生活するスペースは、1人あたり概ね 1.65 ㎡以上の面積を確保す

ることが望ましい。 

職員体制 ・ 放課後児童指導員を配置する（保育士資格などを有する者が望ましい）。

放課後児

童指導員

の役割 

・ 子どもの人権の尊重、体罰等の禁止、保護者との信頼関係の構築、プラ

イバシーの保護などに留意のうえ、子どもの健康管理、安全の確保、情

緒の安定、自主性の涵養などを図る。 

・ 家庭との日常的な連絡、情報交換を行う。 

・ 児童虐待の早期発見に努め、必要に応じ児童相談所等との連携を図る。

※ 厚生労働省では、児童数が 71 人以上の学童クラブについて、3 年間の経過措置後、

平成 22 年度から国庫補助対象外とし、規模の適正化（分割等）の促進を図ることと

している。 

出所：厚生労働省資料より作成 

図５：学童クラブの規模別の状況（全国）(単位：か所) 

規模 平成 15 年 19 年 

9 人以下 619（ 4.5％） 586（ 3.5％）

10～19 人 1,755（12.8％） 1,992（11.9％）

20～35 人 4,546（33.2％） 4,359（26.1％）

36～70 人 5,751（42.0％） 7,300（43.8％）

71 人以上 1,027（ 7.5％） 2,448（14.7％）

計 13,698（100 ％） 16,685（100 ％）

出所：厚生労働省資料より作成 



（２）放課後子どもプランの創設 

 厚生労働省が所管する学童クラブとは別に、文部科学省では、平成 16 年から 18 年まで、

退職教員など地域の教育力を活用して、学校の校庭や教室等にすべての子どもを対象とし

た活動拠点を整備する「地域子ども教室推進事業」を実施してきた。19 年度から新たに「放

課後子ども教室推進事業」として実施するにあたり、両省が連携し、学童クラブと放課後

子ども教室を一体的あるいは連携して（※）実施する総合的な放課後対策事業「放課後子

どもプラン」を創設した。 

※「一体的」…両事業を同一建物内で実施、「連携」…両事業を離れた場所で実施 

「放課後子どもプラン」では、21 年度までに全国 20,000 か所の小学校区での学童クラ

ブ及び放課後子ども教室の実施を目指し、区市町村への運営委員会の設置や、事業間の調

整等を行うコーディネーターの配置などを行うこととしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）学童クラブと放課後子ども教室の比較 

 学童クラブ（厚生労働省） 放課後子ども教室（文部科学省） 

目的 

保護者が昼間家庭にいない児童に、適

切な遊び及び生活の場を与えて、その

健全な育成を図る。 

子どもの安全・安心な活動拠点を設

け、スポーツ・文化活動、地域住民と

の交流活動等を推進する。 

対象児童 
保護者が労働等で昼間家庭にいない

小学校 1～3年生 

すべての小学生 

開設日数 最低 250 日（月曜日から金曜日） 区市町村により異なる（週 1日も可）

開設時間 
区市町村により異なる（概ね 18 時ま

で） 

区市町村により異なる（16～17 時ま

でが多い） 

設置場所 学校内、児童館など 基本的に学校内（余裕教室・校庭） 

指導員 
保育士・教員などの有資格者等 地域のボランティア（退職教員、大学

生等） 

出所：厚生労働省・福祉保健局資料より作成 

 

  

世田谷区の取組（新BOP）

世田谷区では、子どもたちの幅広い遊びや異年齢児

交流の促進を図るため、独自の取組として、平成 7

年度から小学校全学年の希望者を対象とし、学校内で

自主的な遊びの場や参加児童全員によるイベントな

どを実施する「BOP（ボップ：Base of Playing：遊

びの基地）」を運営してきた。 

平成 11 年度からは、従来の「BOP」を基礎とし

て、学童クラブ機能を併せ持った新たな仕組み「新

BOP」を段階的に導入しており、平成 17 年 4月か

らは、区立小学校全64校で新BOPを実施している。

BOP と学童クラブの両方に登録し参加している子ど

もたちも見られる。 

 
室内での様子 

 
校庭での様子 
 

出所：世田谷区ホームページ 



３ 都の取組 

（１）学童クラブ事業ガイドラインの策定 

 都は、昭和 38 年度から国に先駆けて区市町村への補助を開始し、また 40 年には事業運

営等に関する実施要綱を制定するなど、学童クラブに関する積極的な取組を行ってきた。

平成 18 年 7 月には、学童クラブの望ましいサービス水準を示した「学童クラブ事業ガイド

ライン」を策定し、各区市町村に配布した。このガイドラインはチェックリスト形式とな

っており、運営・管理者や職員（放課後児童指導員）が各項目についてチェックポイント

を参考にしながら自己点検を行うことで問題点や改善点を明らかにし、学童クラブのサー

ビス向上につなげることを目指している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）東京都放課後子どもプラン実施要綱の制定 

 国の「放課後子どもプラン」創設を受け、都は平成 19 年 4 月にプランの推進に向けた都

や区市町村の体制・役割等を定めた「東京都放課後子どもプラン実施要綱」を制定した。

プランの実施主体となる区市町村の円滑な取組が図られるよう、都は新たに行政、学校、

福祉等の関係者や学識経験者で構成する推進委員会を設置し、実施方針、安全管理方策、

指導員研修の企画など、総合的な検討を進めていくこととしている。 

（３）適正規模への移行の促進等に向けた取組 

 福祉保健局では平成 19 年 7 月、各区市町村に対して大規模な学童クラブや待機児童の状

況等に関する実態調査を実施し、ヒアリングを行った。今後、調査等の結果を踏まえ、適

正規模への移行等に向けた取組を進めていく予定である。 

 

４ 今後の課題 

 共働きやひとり親世帯の増加等に伴い、学童クラブに対するニーズは今後ますます高ま

るものと考えられる。一方、国においては、質の向上を図る観点から、71 人以上の大規模

な学童クラブについて、3年間の経過措置後、平成 22 年度から補助の対象外とすることと

している。都は、国に先駆けた補助の実施やガイドラインの策定など積極的な取組を行っ

てきたが、今後は、区市町村と連携し、適切な助言や補助などの支援を通じて、サービス

水準の向上とともに、学童クラブの設置を促進し大規模な学童クラブの適正規模への移行

と待機児童の解消に努めていく必要がある。 
 

「学童クラブ事業ガイドライン」の概要 

○ 運営・管理者の項目例（全 14 項目） 

・学童クラブの理念や基本方針を明らかにし、職員や保護者等に通知している。 

（チェックポイント：職員や保護者の理解を深めるために説明、資料の配布 

を行っている など） 

・子どもの安全確保のための体制が整備されている。 

  （チェックポイント：発生した事故や事故につながりそうな事例などをもとに、再発防止・予防

対策を策定している など） 

○ 職員の項目例（全 15 項目） 

・子どもや保護者に対して、学童クラブに関する情報を提供している。 

（チェックポイント：子どもや保護者の問い合わせや見学の要望があった場合には、個別の状況

に合わせて対応している など） 

・学童クラブでの生活が、子どもにとって楽しく快適になるような工夫をしている。 

（チェックポイント：遊具や図書などを備え、誕生会や季節の行事の開催など、子どもが学童ク

ラブの生活を楽しめる工夫をしている など） 
出所：福祉保健局資料より作成 

  


